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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は、関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 1,902,305 2,204,932 2,652,870 3,114,228 3,669,282 

経常利益又は経常損失(△)

（千円） 
11,147 40,054 125,825 △47,066 44,592 

当期純利益又は当期純損失

(△) 

（千円） 

108 11,170 57,136 △39,269 △39,300 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 120,000 120,000 120,000 192,625 205,125 

発行済株式総数（株） 2,400 7,200 7,200 9,000 10,500 

純資産額（千円） 168,981 180,151 237,288 396,218 381,918 

総資産額（千円） 1,072,881 1,269,785 1,373,575 1,732,264 1,493,221 

１株当たり純資産額（円） 70,408.87 25,021.11 32,956.76 44,024.32 36,373.18 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

（－）

－ 

(－）

１株当たり当期純利益金額又

は1株当たり当期純損失金額

(△)（円） 

54.21 1,551.48 7,935.65 △4,945.20 △3,898.86 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 15.8 14.2 17.3 22.9 25.6 

自己資本利益率（％） 0.1 6.4 27.4 △12.4 △10.1 

株価収益率（倍） － － － － － 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 53,734 56,099 △99,130 20,296 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △120,262 △88,880 △172,596 △75,663 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 152,425 5,200 402,784 △221,801 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ 592,527 564,946 696,002 418,834 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（名） 

203 

(167) 

206 

(222) 

230 

(320) 

307 

(416) 

324 

(427) 



４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第11期、第12期及び第13期は、新株引受権付社債の発行

により新株引受権残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均

株価が把握できませんので記載しておりません。第14期また第15期については、当期純損失であり、潜在株

式が存在していないため記載しておりません。 

５．第11期から第13期までの株価収益率については、当社株式は非上場かつ非登録でありますので記載しており

ません。第14期及び第15期は当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

６．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

７．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第12期以降の財務諸表については三優監査法人の監査を

受けておりますが、第11期以前の財務諸表につきましては監査を受けておりません。 

８．平成14年９月30日付で当社株式１株につき３株の分割を行っております。 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和45年10月 寝たきり老人等の蒲団の消毒乾燥を目的としてサンセルフ福原を創業 

昭和49年３月 事業拡大に伴いサンセルフ商事株式会社に組織変更 

昭和58年10月 高齢者福祉における介護サービスの提供を目的として介護部門を創設 

平成２年６月 葬儀におけるエンゼルケアサービスの提供を目的として株式会社エヌ・シー・エスを設立 

平成３年５月 訪問介護サービスおよび訪問入浴サービスの提供を目的として株式会社ケアサービスを資本金

1,000万円で設立 

平成４年６月 東京都大田区大森北にケアセンターおおもりを開設（現在は、東京都品川区南大井に移転） 

平成６年２月 社団法人シルバーマーク振興会より在宅介護サービスのシルバーマークを取得 

平成９年４月 株式会社ケアサービスを存続会社としてサンセルフ商事株式会社及び株式会社エヌ・シー・エス

を吸収合併 

サンセルフ商事株式会社より社団法人シルバーマーク振興会から交付された在宅入浴サービスの

シルバーマーク（平成２年２月取得）を継承 

平成９年７月 石川県金沢市にエンゼルケア金沢事業所を開設 

平成９年９月 東京都世田谷区等々力にケアセンターとどろきを開設 

平成11年12月 東京都大田区新蒲田三丁目15番７号に本店を移転 

同所にエンゼルケア大田事業所を開設 

同所にケアセンターかまたを開設 

平成12年３月 東京都豊島区南池袋にケアセンターとしまを開設 

平成12年４月 介護保険法施行により東京都及び神奈川県から指定居宅サービスの指定を受ける 

平成13年２月 

平成13年６月 

平成13年６月 

平成13年８月 

平成13年９月 

東京都大田区東雪谷にデイサービスセンター東雪谷及びケアセンター東雪谷を開設 

デイサービス事業を開始 

東京都品川区南大井にデイサービスセンター大森を開設 

東京都大田区池上にデイサービスセンター池上を開設 

東京都世田谷区下馬にデイサービスセンター下馬を開設 

東京都大田区萩中にデイサービスセンター糀谷を開設 

平成13年10月 

平成13年11月 

東京都世田谷区奥沢にデイサービスセンター奥沢を開設 

社名及びロゴマークの商標権を取得 

東京都世田谷区代沢にデイサービスセンター下北沢を開設 

平成14年２月 

平成14年４月 

平成14年４月 

平成14年11月 

平成14年12月 

平成15年１月 

平成15年２月 

平成15年２月 

東京都目黒区より目黒区単独型老人デイサービスセンター整備事業に対する承認を得、東京都目

黒区目黒本町にデイサービスセンター目黒本町を開設（補助金対象施設） 

東京都杉並区西荻南にデイサービスセンター西荻窪を開設 

東京都世田谷区経堂にデイサービスセンター経堂を開設 

東京都大田区西六郷にデイサービスセンター西六郷を開設 

東京都板橋区高島平にデイサービスセンター高島平を開設 

東京都江東区南砂にデイサービスセンター南砂を開設 

東京都葛飾区水元にデイサービスセンター水元を開設 

東京都板橋区坂下にデイサービスセンター坂下を開設 

平成15年３月 

平成15年５月 

平成15年12月 

平成15年12月 

東京都足立区西新井本町にデイサービスセンター西新井本町を開設 

東京都板橋区仲町にデイサービスセンター仲町を開設 

東京都杉並区方南にデイサービスセンター方南町を開設 

東京都大田区池上にデイサービスセンター徳持南を開設 

平成16年２月 

平成16年４月 

平成16年５月 

平成16年６月 

平成16年６月 

東京都杉並区荻窪にデイサービスセンター阿佐ヶ谷南を開設 

東京都杉並区上高井戸にデイサービスセンター八幡山を開設 

東京都大田区羽田にデイサービスセンター羽田を開設 

東京都大田区南千束にデイサービスセンター大岡山を開設 

エンゼルケア金沢事業所を閉鎖 

 平成16年８月  東京都板橋区前野町にデイサービスセンター前野町を開設 

平成16年９月 

平成16年９月 

平成16年10月 

東京都品川区小山にデイサービスセンター小山を開設 

東京都世田谷区駒沢にデイサービスセンター駒沢を開設 

東京都大田区北馬込にデイサービスセンター夫婦坂を開設 

 



年月 事項 

平成16年11月 

平成16年11月 

平成16年12月 

大阪証券取引所ヘラクレスに株式を上場 

東京都杉並区下井草にデイサービスセンター下井草を開設 

東京都墨田区亀沢にデイサービスセンター両国を開設 

平成17年３月 

平成17年４月 

平成17年４月 

平成17年５月 

平成17年７月 

平成17年８月 

平成17年９月 

平成17年９月 

平成17年10月 

平成17年10月 

平成17年11月 

 平成17年12月  

東京都北区田端にデイサービスセンター田端を開設 

エンゼルケア静岡事業所を閉鎖 

東京都大田区大森中にデイサービスセンター大森中を開設 

東京都目黒区鷹番にデイサービスセンター鷹番を開設 

東京都荒川区町屋にデイサービスセンターたからを開設 

東京都豊島区池袋にデイサービスセンター要町を開設 

ケアセンターとどろきを閉鎖 

エンゼルケア郡山事業所を閉鎖 

東京都文京区千石にデイサービスセンター文京千石を開設 

東京都大田区北糀谷に複合事業所（訪問入浴、訪問介護、居宅介護支援）を開設 

デイサービスセンター池上を耐震偽造事件により、安全性確保のため閉鎖 

デイサービスセンター高島平を店舗運営効率化のため近隣施設へ統廃合 



３【事業の内容】 

 当社は、介護事業及びエンゼルケア事業を主な業務としております。 

 当社の事業内容は次のとおりであります。 

(1）介護事業 

 当社は、介護保険法に基づく通所介護サービス、訪問入浴サービス、訪問介護サービス、居宅介護支援サービス

及び福祉用具貸与を提供しております。 

 介護事業におけるそれぞれのサービスの概要は下記のとおりですが、当社は主として、通所介護サービスにおけ

るデイサービス施設の出店を積極的に行い、首都圏エリアを中心にデイサービス施設を主体とした介護部門の営業

の基盤整備を行っております。多くの需要が見込まれる地域をドミナントエリアとし、当該地域にデイサービス施

設を複数出店することによって、地域に密着した通所介護サービスが行えるよう心がけております。 

１．通所介護サービスとは、居宅において介護を受けるご利用者が当社の送迎車によりデイサービス施設に来所

していただき、入浴や食事の提供、生活等に関する相談・助言・健康状態の確認、その他の日常生活上の世

話及び機能訓練を行うサービスであります。当社では、通所介護サービスを介護事業の中心事業に位置付け

ており、不足する施設介護を補う重要なサービスと考えております。また、通所介護サービスと他の介護サ

ービスの複合化を進め、利便性の高い施設を目指しております。 

２．訪問入浴サービスとは、一般家庭での入浴が困難なご利用者を対象に、特殊入浴車でご利用者のお宅へ訪問

し、介護者の手を煩わせることなく、お部屋で入浴していただくサービスであります。当社では通常特殊入

浴車１台に、オペレーター、看護師、ヘルパーの３名体制でサービスを提供しております。 

３．訪問介護サービスとは、ご利用者の家庭を訪問して、入浴・排泄・食事等の介護、衣類の洗濯、住居等の掃

除、生活必需品の買物、関係機関等との連絡、生活・身上・介護に関する相談・助言等を行うサービスであ

ります。 

４．居宅介護支援サービスとは、介護支援専門員（ケアマネージャー）が、ご利用者（居宅要介護者）に対し介

護保険の給付サービス等、居宅において日常生活を営むために必要な保健・医療・福祉サービスなどを適切

に利用できるよう、高齢者本人やご家族の希望を勘案して居宅サービス計画（ケアプラン）（注）を作成す

るとともに、その計画に基づいて指定居宅サービス事業者などとの連絡調整等の支援を行うサービスであり

ます。 

５．福祉用具貸与とは、ご利用者の身体状況に合わせた適切な福祉用具のレンタルを行うサービスであります。

（注）居宅サービス計画（ケアプラン） 

 介護保険における要介護状態には五つの区分（要支援を除く）があり、要介護１は最も軽く、要介

護５は最も重い区分となっております。区分によって介護給付の限度額が定められています。 

 居宅サービス計画とは、介護支援専門員が個々の要支援・要介護状態に合わせた適切な保健・医

療・福祉サービスが提供されるように作成したものをいい、①ご利用者のニーズの把握、②援助目的

の明確化、③具体的なサービスの種類と役割分担の決定といった段階を経て作成されます。 

 なお、この居宅サービス計画は１ヶ月単位の計画であり、ご利用者の生活ニーズ等に変化がある場

合には新たな援助目標を設定し、再度作成することになります。 

介護事業部門提供サービス 

介護事業部門 

指定通所介護 通所介護サービス 

指定訪問入浴 訪問入浴サービス 

指定訪問介護 訪問介護サービス 

指定居宅介護支援 居宅介護支援サービス 

指定福祉用具貸与 福祉用具貸与 



(2）エンゼルケア事業 

 当社のエンゼルケア事業では、冠婚葬祭業の互助会及び葬儀社と契約を結び、主に湯灌サービス、ＣＤＣサービ

スを提供しております。 

① 湯灌サービス 

湯灌サービスとは、故人の葬儀においてお通夜の前に故人の洗体を行い、化粧をし、旅支度を整えるサービ

スであります。 

なお、当社では、御葬家の御自宅又は葬祭場に湯灌車と呼ばれる特殊車両でお伺いし、サービスを提供して

おります。 

② ＣＤＣサービス 

ＣＤＣサービスとは、Cosmetic（化粧）、Dressing（装束）、Coffin（納棺）の略称であり、主に故人のお

化粧と旅路の身支度を整えるサービスであります。 



［事業系統図］ 



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者は含む）であり、臨時雇用者

数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者は含む）であり、臨時雇用

者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が最近1年間において、17名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものであ

ります。 

(2）労働組合の状況 

 平成12年３月21日に当社労働組合が結成され、介護クラフトユニオンケアサービス分会と称し、ゼンセン同盟日

本介護クラフトユニオンに加盟しております。 

 なお、労使関係はきわめて良好であります。 

  平成18年３月31日現在

事業部門別 従業員数（人） 

 介護事業部門 212（385）  

 エンゼルケア事業部門 70 （40）  

 管理部門 42 （2）  

合計 324（427）  

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

324（427）  34.5 3.2 3,613,689 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当期におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加が進み、景況指数が順調に伸張する中、景気回復

がより鮮明になりました。 

 当業界におきましては、本年４月に介護保険制度の改正ならびに介護報酬の改訂が行われました。高齢化の伸展

による介護市場が拡大する中で、社会保障給付金の増大を懸念してのものですが、介護業界を取り巻く経営環境

は、益々厳しさを増す状況となっております。 

 当社は、介護事業部において、介護保険法に基づく通所介護サービス、訪問入浴サービス、訪問介護サービス、

居宅介護支援サービス及び福祉用具貸与を提供しております。  

 エンゼルケア事業につきましては、冠婚葬祭業の互助会及び葬儀社と契約を結び、主に湯灌サービス、ＣＤＣサ

ービスを提供しております。故人の葬儀において、究極の介護としてお通夜の前に故人のお体を洗い清める「湯

灌」という儀式を執り行ない、化粧をし、旅支度を整えるサービスであります。取引先である互助会及び葬儀社

が、当社サービスをご採用いただき、連携して業績向上に努めてまいりました。 

 当社といたしましては、デイサービス施設を介護事業の中心事業に位置付けて、積極的に業容の拡大を図り邁進

してまいりました。 

 特に、デイサービス施設の展開は、この１～２年のシェア確保が急務であり、今後の優位性が決定されます。当

期における出店は、ドミナントエリアの拡充の一環として、デイサービスへの多様な地域のニーズに対応するべ

く、地域密着型サービスとして認知症デイサービス施設を含む５施設を新規出店いたしました。 

 また、企業体質強化と収益力の向上・安定化を第一として、総員経営を目指し施設稼働率の上昇、個々のデイサ

ービス施設の収益構造に着手してまいりました。 

 将来を考慮した人員体制の強化策として、定期・中途採用を積極的に行い、店舗運営の効率化・行政区域別の営

業推進を図るべくエリア制を導入し、また、店舗運営効率化のため、デイサービス施設１施設を近隣施設へ統廃合

を実施いたしました。 

 以上の結果、当期の売上高は3,669百万円（前期比17.8％増）となりました。営業利益は61百万円（前年同期は

営業損失2百万円）、経常利益は44百万円（前年同期は経常損失47百万円）となりました。財務体質の健全化、店

舗運営の効率化による統廃合を図り、減損損失等合わせ、特別損失へ47百万円を計上及び過年度法人税等29百万円

を計上した結果、当期純損失は39百万円（前年同期は当期純損失39百万円）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況  

  当期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末に比べ277百万円減少し418百万円

 となりました。これは、投資活動によるキャッシュ・フローがマイナス75百万円となり、また、財務活動による

 キャッシュ・フローがマイナス221百万円となったことによるものであります。 

  当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当期における営業活動の結果、得られた資金は、20百万円（前年同期は99百万円の使用）となりました。 

 これは主に、税引前当期純損失3百万円、減価償却費72百万円、減損損失12百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期における投資活動の結果、減少した資金は75百万円（前年同期比56.2％の減）となりました。 

 これは主に、デイサービス施設の新設に係る有形固定資産の取得による支出70百万円、その他投資の増加によ

る支出27百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期における財務活動の結果、減少した資金は221百万円（前年同期は402百万円の獲得）となりました。 

 これは主に、長期借入金の返済311百万円及び株式発行による収入24百万円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2)受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．介護事業のその他には居宅介護支援等が含まれております。 

   ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

    ３．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。 

事業部門 

当事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

介護事業 

通所介護サービス 1,936,897 ＋48.4  

訪問入浴サービス 595,318 ＋2.5  

訪問介護サービス 169,968 △10.6  

その他 106,211 ＋27.3  

小計 2,808,396 ＋30.0  

エンゼルケア事業 860,885 △9.8  

合計 3,669,282 ＋17.8  

相手先 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

東京都国民健康保険団体連合会 1,765,172 56.7 2,294,034 62.5 



３【対処すべき課題】 

(1）介護保険制度改正について 

平成18年４月の介護保険制度の改正により、今後とも厳しい状況が予想されます。特に主力の通所介護サービス

事業においては、介護報酬改定による影響が予想されます。ここ1年は、これに対応すべく小規模施設の改修・拡

充を進め、集客力の向上等の諸施策を実施する事により、この影響を吸収してまいります。また蓄積した運営の方

式を一層取り込み、東京都23区内を中心に、通所介護サービスから訪問入浴サービス等と一連の介護の流れを展開

するドミナントエリアを構築してまいります。 

一方、介護保険制度の影響を受けない、エンゼルケア事業におきましては、北は盛岡市から南は浜松市まで、各

地域の優良な互助会及び葬儀社と良好な関係の維持発展を図り、営業基盤の充実を図ってまいります。 

(2）人材教育 

 当社では、人的資源の確保を重要な課題と考え、人材の育成及び優秀なスタッフの登用を積極的に行い、それに

伴う教育制度の拡充を推進しております。社内研修の充実を認識し、標準化された技能の向上はもとより、従業員

の意識統一に力点を置いて、教育育成に更に注力してまいります 

  

(3）情報システムの充実 

 今後の事業拡大に備え、業務の標準化、効率化を図るとともに、今後も介護保険制度の見直しに迅速な対応がで

きるよう、情報システムの構築に取り組んでまいります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1）法的規制（介護保険制度）について 

介護保険法は施行後５年に一度法律全般が改正され、また３年に一度介護報酬改定が行われることになっており

ます。法令の変更により、当社が現在行っている事業活動に支障をきたし、また採算性等に影響を受ける可能性が

あります。  

(2）競合について 

平成12年４月の介護保険法施行を契機に介護保険制度に基づく地方自治体単位での介護サービスが開始され、医

療法人等の公的非営利主体および異業種を含めたさまざまな企業が参入しました。高齢化社会の進展に伴い要介護

認定者数の増加基調の継続が予想されるとともに、介護保険法の施行から６年が経過し、社会全般における介護保

険制度に対する認識が着実に深まりつつあります。このため、介護関連ビジネスの市場は今後の増加が予測され、

既存事業者の活動の活発化に加え、新規参入が再び激しくなってきております。したがって、今後の競争の激化に

伴い当社の業績が影響を受ける可能性があります。 

 エンゼルケア事業においては、湯灌サービスの認知度が高まることにより、他の事業者の参入により、競争が激

化する可能性があります。さらに葬儀形態の多様化により、湯灌サービスの利用が減少した場合、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

   文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

（1）重要な会計方針及び見積り 

    当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。 

（2）財政状況 

 当期末の総資産は前期末より239百万円（△13.8％）減少し、1,493百万円となりました。 

 流動資産は、前期末より231百万円（△18.2％）減少の1,045百万円となりました。流動資産減少の主な要因は、

現金及び預金が前期末より291百万円（△41.1％）減少し、売上高の増加により売掛金が前期末より66百万円

（13.4％）増加したことによるものです。 

 当期末の負債は前期末より224百万円（△16.8％）減少し、1,111百万円となりました。 

 流動負債は前期末より100百万円(△17.3％)減少の482百万円となりました。流動負債減少の主な要因は、一年以

内返済予定長期借入金88百万円（△28.9％）の減少によるものであります。 

 固定負債につきましては、前期末より124百万円（△16.5％）減少の629百万円となりました。固定負債減少の主

な要因は、長期借入金122百万円(△18.0％)の減少によるものであります。 

  

（3）経営成績 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」をご参照ください。 

（4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 介護保険法は施行後５年に一度法律全般が改正され、また３年に一度介護報酬改定が行われることになっており

ます。法令の変更により、当社が現在行っている事業活動に支障をきたし、また採算性等に影響を受ける可能性が

あります。 

 エンゼルケア事業においては、湯灌サービスの認知度が高まることにより、他の事業者の参入により、競争が激

化する可能性があります。さらに葬儀形態の多様化により、湯灌サービスの利用が減少した場合、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。 



（5）経営戦略の現状と見通し 

    当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、以下の点を経営戦略として位置づけております。 

① 介護保険制度改正に対応 

  特に主力の通所介護サービス事業においては、介護報酬改定による影響が予想されますが、ここ1年は、こ

 れに対応すべく小規模施設の改修・拡充を進め、集客力の向上等の諸施策を実施する事により、この影響を吸

 収してまいります。また蓄積した運営の方式を一層取り込み、東京都23区内を中心に、通所介護サービスから

 訪問入浴サービス等と一連の介護の流れを展開するドミナントエリアを構築してまいります。 

② エンゼルケア事業の営業基盤の充実 

 更なる営業基盤の充実とサービスの向上を目指し、取引先である互助会及び葬儀社との良好な関係の維持発

展を図ってまいります。 

③ サービスの質の向上 

 人材開発と理念の浸透のため教育の充実を図り、技術の向上はもとより、従業員の意識の統一に力点を置い

て、人材育成に更に注力してまいります。 

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当期におけるキャッシュ・フローの状況は、第２事業の状況１．業績等の概要(2)キャッシュ・フローの状況に

記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社は、介護事業につきましては、デイサービス施設、訪問入浴サービス施設及び訪問介護サービス施設を首都圏

に展開しております。 

 当期における設備投資額は、デイサービス施設（当期オープン２施設および来期オープン１施設）を中心に50百万

円となりました。 

 また、当期の重要な設備の除却、売却はありません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 面積（㎡） 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 車両運搬具
工具器具
備品 

合計 

本社・大田事業所 

ケアセンターかまた事

業推進本部 

（東京都大田区） 

本社 

エンゼルケア事業 

訪問入浴事業 

訪問介護事業 

居宅介護支援事業 

事務所 

事業所 
655.80  1,639 40 1,276 2,955 74 

ケアセンターとしま 

（東京都豊島区） 
訪問入浴事業 事業所 42.99  － － － － 3 

ケアセンターしんよこ 

（神奈川県横浜市港北

区） 

訪問入浴事業 事業所 70.09  － － － － 7 

ケアセンターほんもく 

（神奈川県横浜市中

区） 

訪問入浴事業 事業所 61.38  － － － － 2 

デイサービスセンター

東雪谷 

（東京都大田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
122.43  2,627 － － 2,627 5 

デイサービスセンター

大森 

（東京都品川区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
155.40  － － － － 6 

デイサービスセンター

下馬 

（東京都世田谷区） 

通所介護事業 デイサービス設備 133.77  4,587 － 46 4,634 3 

デイサービスセンター

糀谷 

（東京都大田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
132.84  4,681 － 48 4,729 4 

デイサービスセンター

奥沢 

（東京都世田谷区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
151.58  3,280 － － 3,280 4 

デイサービスセンター

下北沢 

（東京都世田谷区） 

居宅介護支援事業 

通所介護事業 

事業所・入浴設備 

デイサービス設備 
154.28  4,283 － 85 4,369 6 

デイサービスセンター

目黒本町 

（東京都目黒区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
122.44  6,000 － 454 6,455 4 

デイサービスセンター

西荻窪 

（東京都杉並区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
144.80  5,359 － 112 5,472 4 

 



事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 面積（㎡） 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 車両運搬具
工具器具
備品 

合計 

ケアセンターきょうど

う 

デイサービスセンター

経堂 

（東京都世田谷区） 

  

訪問入浴事業 

訪問介護事業  

通所介護事業 

  

事業所 

入浴設備 

デイサービス設備 

190.28  6,148 80 34 6,263 14 

デイサービスセンター

西六郷 

（東京都大田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
189.19  8,083 － － 8,083 4 

デイサービスセンター

南砂 

（東京都江東区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
219.05  5,368 － － 5,368 3 

デイサービスセンター

坂下 

（東京都板橋区） 

通所介護事業 

居宅介護支援事業 

入浴設備 

デイサービス設備 
264.50  7,194 － － 7,194 9 

デイサービスセンター

水元 

（東京都葛飾区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
207.90  6,159 － － 6,159 2 

デイサービスセンター

西新井本町 

（東京都足立区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
211.42  6,532 － － 6,532 4 

千葉営業所 

（千葉県千葉市中央

区） 

エンゼルケア事業 事業所 55.69  － － － － 11 

松戸営業所 

（千葉県松戸市） 
エンゼルケア事業 事業所 82.58  － － － － 6 

神奈川営業所 

（東京都町田市） 
エンゼルケア事業 事業所 50.72  － － － － 5 

新潟営業所 

（新潟県新潟市） 
エンゼルケア事業 事業所 53.00  － 366 － 366 8 

盛岡事業所 

（岩手県盛岡市） 
エンゼルケア事業 事業所 42.90  － － － － 1 

土浦営業所 

（茨城県土浦市） 
エンゼルケア事業 事業所 39.70  － － － － 3 

いわき営業所 

（福島県いわき市） 
エンゼルケア事業 事業所 71.41  － － － － 2 

長岡営業所 

（新潟県長岡市） 
エンゼルケア事業 事業所 49.00  － － － － 4 

酒田営業所 

（山形県酒田市） 
エンゼルケア事業 事業所 34.70  － － 84 84 4 

新発田営業所 

（新潟県新発田市) 
エンゼルケア事業 事業所 66.11  － － － － 3 

浜松営業所 

（静岡県浜松市） 
エンゼルケア事業 事業所 66.24  － － － － 4 

  

ケアセンターせんぞく 

（東京都大田区） 

  

訪問介護事業 

訪問入浴事業 

居宅介護支援事業 

事業所 136.96  1,772 341 － 2,114 12 

デイサービスセンター

仲町 

（東京都板橋区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
272.00  7,517 － － 7,517 3 

デイサービスセンター 

徳持南 

（東京都大田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
183.58  6,985 － － 6,985 4 

 



事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 面積（㎡） 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 車両運搬具
工具器具
備品 

合計 

デイサービスセンター

方南町 

（東京都杉並区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
231.90  6,482 － － 6,482 3 

デイサービスセンター 

阿佐ヶ谷南 

（東京都杉並区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
238.54  8,884 － － 8,884 5 

デイサービスセンター 

八幡山 

（東京都杉並区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
208.96  6,974 － － 6,974 4 

デイサービスセンター

羽田 

（東京都大田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
242.38  9,197 － － 9,197 3 

デイサービスセンター

大岡山 

（東京都大田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
228.69  6,565 － － 6,565 4 

デイサービスセンター

前野町 

（東京都板橋区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
194.40  8,475 － 87 8,563 5 

デイサービスセンター

小山 

（東京都品川区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
212.26  7,264 － － 7,264 5 

デイサービスセンター

駒沢 

（東京都世田谷区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
155.00  5,836 － － 5,836 4 

デイサービスセンター

夫婦坂 

（東京都大田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
228.10  8,056 － － 8,056 3 

デイサービスセンター

下井草 

（東京都杉並区） 

通所介護事業 

訪問入浴事業 

居宅介護支援事業 

入浴設備 

デイサービス設備 
311.04  7,134 － 134 7,269 9 

デイサービスセンター

両国 

（東京都墨田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
191.73  10,110 － － 10,110 4 

デイサービスセンター

田端 

（東京都北区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
274.57  7,978 － － 7,978 5 

デイサービスセンター

大森中 

（東京都大田区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
211.56  8,965 － 73 9,039 5 

デイサービスセンター

鷹番 

（東京都目黒区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
255.98  8,877 － 72 8,949 6 

デイサービスセンター

たから 

（東京都荒川区） 

通所介護事業 
入浴設備 

デイサービス設備 
269.85  12,920 － － 12,920 4 

デイサービスセンター

要町 

 （東京都豊島区） 

通所介護事業  
入浴設備  

デイサービス設備 
264.00  10,201 － 75 10,276 6 

デイサービスセンター

文京千石 

 （東京都文京区） 

通所介護事業   
入浴設備  

デイサービス設備 
261.00  11,199 － － 11,199 7 

ケアセンター北糀谷  

 （東京都大田区） 

訪問入浴事業 

訪問介護事業 

居宅介護支援事業 

  

事業所 

  

61.78  － － 112 112 8 

ケアセンター品川  

 （東京都品川区） 
訪問入浴事業 

  

事業所 

  

89.56  714 － 98 812 4 

 



（注）１. 建物はすべて賃借物件であります。記載している建物帳簿価額は、主に内装設備の金額であります。

     なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。  

 ２．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 面積（㎡） 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 車両運搬具
工具器具
備品 

合計 

デイサービスセンター

さくら 

 （東京都練馬区） 

通所介護事業  

  

入浴設備   

デイサービス設備 

  

274.76  18,828 － 111 18,940 2 

合計 － － 8,840.79  252,889 828 2,906 256,624 324 

事業部門の名称 設備の内容及び数量等 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

本社及び介護事業・エン

ゼルケア事業 

車両運搬具29台 

（所有権移転外ファイナンス・リース）
５～６ 23,678 59,477 

本社及び介護事業・エン

ゼルケア事業 

事務用機器等4台 

（所有権移転外ファイナンス・リース）
５～７ 4,707 12,443 

介護事業 
デイサービス施設器具備品一式 

（所有権移転外ファイナンス・リース）
５ 35,534 101,234 

本社及び介護事業・エン

ゼルケア事業 

ソフトウェア一式 

（所有権移転外ファイナンス・リース）
５ 1,063 3,671 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、平成18年３月31日現在における重要な設備の新設、改修等は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設等 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 

投資予定額 
資金調達
方法 

着手年月 完了予定年月 
完成後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

 デイサービスセ

ンター東京都内5

施設 

 介護事業 

  

デイサービス内

装設備等 

  

91,000 573 

 自己資

金及び借

入金 

平成18年2月  平成19年3月  －  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 発行済株式には、現物出資分100株が含まれております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 28,800 

計 28,800 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,500 10,500 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 10,500 10,500 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．第１回新株引受権付社債の新株引受権の権利行使（行使者：福原敏雄） 

 発行価格    50,000円  資本組入額   50,000円 

２．平成14年９月30日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を１株につき３株の割合をもって分割して

おります。 

３．第１回新株引受権付社債の新株引受権の権利行使（行使者：SMBCキャピタル株式会社） 

     発行価格    16,666円  資本組入額 8,333円 

４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

   発行価格   140,000円 

   引受価格   128,800円 

    発行価額    93,500円 

資本組入額   46,750円   

５. 第１回新株引受権付社債の新株引受権の権利行使（行使者：福原敏雄） 

発行価格    16,666円   資本組入額 8,333円 

  

(4）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年３月29日 

（注）１ 
400 2,400 20,000 120,000 － － 

平成14年９月30日 

（注）２ 
4,800 7,200 － 120,000 － － 

平成16年７月８日 

（注）３ 
300 7,500 2,500 122,500 2,500 2,500 

平成16年11月25日 

（注）４ 
1,500 9,000 70,125 192,625 123,075 125,575 

平成17年７月12日  

（注）５ 
1,500 10,500 12,500 205,125 12,500 138,075 

  平成18年3月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況

（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 5 6 19 1 1 973 1,005 － 

所有株式数（株） － 1,077 106 1,138 13 2 8,164 10,500 － 

所有株式数の割合

（％） 
－ 10.26 1.01 10.84 0.12 0.02 77.75 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

福原敏雄 東京都大田区 4,711 44.87 

有限会社友愛 東京都大田区山王3丁目37-6-311 670 6.38 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜2丁目4-6 403 3.84 

第一生命保険相互会社 

東京都中央区晴海1丁目8-12晴海アイラン

ドトリトンスクエアZ棟〔常代〕資産管理

サービス信託銀行株式会社 

360 3.43 

東京海上日動火災株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2-1 240 2.29 

松下電工株式会社 大阪府門真市大字門真1048 240 2.29 

大野ヒトミ 京都府八幡市 200 1.90 

蔭山恭一 滋賀県栗太郡栗東町 105 1.00 

日短キャピタルグループ株式

会社 
東京都中央区日本橋本石町3丁目3－14 81 0.77 

大阪証券金融株式会社（業務

口） 
大阪市中央区北浜2丁目4－6 55 0.52 

計 － 7,065 67.29 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,500 10,500 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 10,500 － － 

総株主の議決権 － 10,500 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

     該当事項はありません。  

                                         

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益の拡大を重要な経営目標と位置づけており、株主配当につきまして

は、中長期的な事業計画に基づき、設備投資及び再投資のための内部資金の確保と安定的な配当を実施することを基

本方針としております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成16年11月26日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － 324,000 227,000 

最低（円） － － － 166,000 123,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 182,000 175,000 165,000 173,000 162,000 227,000 

最低（円） 165,000 160,000 150,000 141,000 123,000 135,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数（株）

取締役社長 

（代表取締役） 
  福原 敏雄 昭和19年１月１日生 

昭和45年10月 サンセルフ福原創業 

昭和49年３月 サンセルフ商事株式会社設立 

代表取締役社長就任 

平成２年６月 株式会社エヌ・シー・エス設立 

代表取締役社長就任 

平成３年５月 当社設立 代表取締役社長就任（現

任） 

平成９年３月 社会福祉法人響会理事長就任 

平成16年３月 同法人理事就任 

平成16年10月 同法人理事退任 

平成16年10月 同法人評議員就任（現任） 

4,711 

常務取締役 
管理本部長兼IR

室長 
岩原 満 昭和19年６月13日生 

昭和38年８月 丸全昭和運輸株式会社入社 

昭和62年12月 株式会社エル商会入社 

平成８年６月 同社常勤監査役就任 

平成12年12月 当社入社 

平成14年３月 当社管理本部長 

平成15年６月 当社取締役管理本部長就任 

平成17年７月 当社常務取締役管理本部長兼ＩＲ室長

（現任) 

1 

取締役 

訪問介護・居宅

介護支援運営担

当 

上崎 陽二 昭和47年７月27日生 

平成８年４月 株式会社ワークマン入社 

平成９年９月 当社入社 

平成14年３月 当社介護事業部部長 

平成15年６月 当社取締役通所介護・訪問入浴統括部

長就任 

平成17年６月 当社取締役訪問介護・居宅介護支援運

営担当（現任） 

2 

取締役 
通所介護運営担

当 
小林 航太郎 昭和48年４月６日生 

平成６年３月 株式会社アトミックス入社 

平成７年11月 池建装入社 

平成８年２月 当社入社 

平成12年10月 当社ケアセンターかまた訪問介護所長 

平成13年６月 当社監査役就任 

平成15年６月 当社取締役訪問介護統括部長就任 

平成17年６月 当社取締役通所介護運営担当（現任） 

－ 

取締役 経営企画本部長 福島 良一 昭和42年６月１日生 

平成７年４月 株式会社岡田屋入社 

平成７年12月 当社入社  

平成12年４月 当社ケアセンターほんもく訪問入浴所

長 

平成14年４月 当社訪問入浴統括 

平成17年２月 当社経営企画本部長 

平成17年６月 当社取締役経営企画本部長就任(現任) 

3 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数（株）

取締役 
エンゼルケア事

業部長  
富澤政信  昭和46年５月19日  

昭和63年12月 有限会社嶋崎工業入社 

平成元年１月 有限会社石純興行入社 

平成９年８月 当社入社 

平成10年９月 当社エンゼルケア横浜所長 

平成13年４月 当社エンゼルケア大田所長 

平成15年４月 当社エンゼルケア事業部次長 

平成16年４月 当社エンゼルケア事業部長 

平成18年６月 当社取締役エンゼルケア事業部長就任

（現任） 

－ 

常勤監査役   矢吹 修  昭和35年６月６日生 

昭和58年４月 株式会社君島一郎ブティック入社  

昭和62年６月 アトリエピア・ブティックピア入社 

平成５年10月 株式会社キャッツ入社 

平成６年２月 東洋羽毛株式会社入社 

平成７年10月 当社エンゼルケア郡山事業所所長 

平成15年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

－ 

監査役   藤好 優臣 昭和19年３月13日生 

昭和49年２月 監査法人中央会計事務所(現 中央青

山監査法人) 

昭和54年６月 藤好公認会計士事務所所長(現任) 

平成17年６月 当社監査役就任(現任) 

    

3 

        計 4,720 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社におけるコーポレート・ガバナンスとは、会社の意思決定機関である取締役会の活性化、経営陣に対する

監視及び不正を防止する仕組みであると考えております。 

 また円滑な企業経営のために行うあらゆる手段はコーポレート・ガバナンスの対象であり、企業に係る利害関

係者(株主、取引先、ご利用者など)に対し企業の透明性を高めることで、企業価値を高め、公正な経営を実現す

ることと考えております。 

なお、当社の業務執行・監査の仕組み、内部統制の仕組みの模式図は以下のとおりであります。 

  

(1)会社の機関の内容等 

 当社は、経営の公平性及び透明性の確保を重要課題と認識し、その実現に向けた経営管理体制を作るため、監

査役制度を採用しております。 

①取締役会 

 取締役会は取締役６名で、迅速な経営判断が出来るよう少人数で構成されております。  

 会社の意思決定機関としての取締役会は毎月定期的に開催され、会社の経営状況、経営計画の進捗状況等が遅

滞なく把握されているほか、会社の重要事項に対しては、定款、社内規程に基づき、取締役会の決議により決定

されております。また、必要に応じて適宜臨時取締役会が招集され、経営上の意思決定及び適切な対応が迅速に

行われております。 

②監査役制度 

 当社の監査役は、常勤監査役１名、非常勤監査役１名の計２名の体制となっております。監査役は、取締役会

やその他重要な会議に出席するほか、取締役から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、各事業部門

において業務及び財産の状況を調査するとともに、決算期においては会計帳簿等の調査、計算書類及び附属明細

書につき検討を加えた上で、監査報告書を作成しております。更にコーポレートガバナンスの一環として、取締

役の職務執行が適法性を欠く恐れがある場合には、必要な助言等を行い、適格に職務を遂行しております。 

③内部監査 

 社長直轄の内部監査室１名が計画的に監査を実施し、監査役との連携を図り、会計帳票、決裁書類、契約書等

の重要書類の閲覧、確認を行っております。そして、関係法令や社内規程に照らして適正に業務が行われている

か、管理部門はもとより、事業所を含めた全ての部署に対して訪問・調査を行っております。 



④経営会議 

 業務執行に係る経営課題を協議決定する場として、取締役、常勤監査役及び事業部責任者により構成される経

営会議を月２回開催し、重要事項に係る報告、検討及び重要案件の決定など経営上の意思決定を行っておりま

す。 

⑤会計監査 

 会計監査は、三優監査法人と監査契約を結び、期末監査に偏ることなく、期中を通じて満遍なく会計監査が実

施されております。なお、業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人、当社に係る継続監査年数及び

監査業務の補助者の構成は以下のとおりであります。 

  （業務を執行した公認会計士）     （所属する監査法人） 

   業務執行社員 杉田 純         三優監査法人 

   業務執行社員 久保 幸年        三優監査法人 

   （注）継続監査年数については、全員７年以内のため、記載を省略しております。 

      監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補３名及びその他１名であります。 

⑥役員報酬及び監査報酬 

 役員報酬の内容       

 取締役に支払った報酬 7名 66百万円 

 監査役に支払った報酬 3名 11百万円(うち社外監査役 2名 2百万円) 

 監査報酬の内容 

  公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく監査証明に係る報酬  

               10百万円 

 (注)上記以外の報酬はありません。 

⑦会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

 当社では、社外監査役につきましては、藤好優臣氏を招聘しておりますが、監査役藤好優臣氏と当社及び当社

取締役等との人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係はありません。 

 (2)内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況 

①内部統制システムの整備の状況 

 当社における内部統制につきましては、経営陣に対する監視、不正防止の見地から、常勤監査役、社外監査役

を選任し、株主に対する責任を重視した、チェック機能の強化に取り組んでおります。 

②リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理につきましては、管理部が主管部署となり、リスクマネジメントやコンプライアンスに関する規程

や基準の整備を実施し、各部門会議及び経営会議等においてリスクとなる問題点を早期発見し、迅速な対応が取

れる体制を整えております。 

 また、平成17年４月１日施行の「個人情報保護法」に伴い、同法を遵守するための具体的な諸施策について全

社員に周知徹底を図りました。 

③内部管理体制の整備・運用の状況 

 コンプライアンスの徹底を図るため、株式上場を機に、自社株売買の留意点について研修を実施し、インサイ

ダー取引防止の徹底に努めております。 

 また、コンプライアンスの基盤となる社内規程については、毎月、外部講師を招いてセミナーを開催し、周知

徹底を図るほか、適宜追加、改定を行っております。 

計             77百万円 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及

び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、三優監査法人により監査を受け

ております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金 ※1 710,526 418,834 

２．売掛金   499,539 566,332 

３．商品   － 134 

４. 原材料    2,286 1,695 

５．前払費用   31,731 38,097 

６．繰延税金資産   32,927 21,866 

７．未収還付法人税等   2,682 － 

８．その他   4,366 5,451 

貸倒引当金   △7,181 △7,360 

流動資産合計   1,276,878 73.7 1,045,050 70.0

Ⅱ 固定資産     

(1)有形固定資産     

１．建物   374,099 406,614   

減価償却累計額   105,685 148,355   

減損損失累計額    － 268,414 5,369 252,889 

２．車両運搬具   16,571 16,571   

減価償却累計額   15,742 828 15,742 828 

３．工具器具備品   21,501 12,839   

減価償却累計額   16,440 9,647   

減損損失累計額    － 5,061 286 2,906 

４. 建設仮勘定    － 573 

有形固定資産合計   274,304 15.9 257,197 17.2

(2）無形固定資産     

１．ソフトウェア   10,647 10,047 

２．電話加入権   3,390 3,390 

無形固定資産合計   14,038 0.8 13,438 0.9

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3)投資その他の資産     

１．投資有価証券   2,000 2,000 

２．出資金   270 270 

３．破産更生債権等   12,864 12,864 

４．長期前払費用   31,328 27,124 

５．繰延税金資産   18,452 28,672 

６．敷金保証金   98,737 101,555 

７．会員権   15,881 15,881 

８．その他   － 1,656 

貸倒引当金   △12,489 △12,489 

投資その他の資産合計   167,043 9.6 177,534 11.9

固定資産合計   455,385 26.3 448,170 30.0

資産合計   1,732,264 100.0 1,493,221 100.0 

      
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  61,594 70,278 

２．短期借入金  30,000 15,000 

３．一年以内返済予定長期借
入金 

※1 306,065 217,470 

４．一年以内償還予定社債  20,000 20,000 

５．未払金  33,374 16,243 

６．未払費用  83,805 84,371 

７．未払法人税等  7,261 14,854 

８．未払消費税等  11,070 6,333 

９．預り金  7,181 8,678 

10. 前受収益   － 1,408 

11．賞与引当金  22,391 25,361 

12. その他  30 2,070 

流動負債合計  582,774 33.6 482,070 32.3

Ⅱ 固定負債    

１．社債  40,000 20,000 

２．長期借入金   678,850 556,370 

３．退職給付引当金  13,724 26,496 

４．役員退職慰労引当金  20,696 22,436 

５. その他  － 3,931 

固定負債合計  753,270 43.5 629,233 42.1

負債合計  1,336,045 77.1 1,111,303 74.4

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※2 192,625 11.1 205,125 13.7

Ⅱ 資本剰余金    

   資本準備金  125,575 138,075   

  資本剰余金合計  125,575 7.3 138,075 9.3

Ⅲ 利益剰余金    

当期未処分利益  78,018 38,718   

利益剰余金合計  78,018 4.5 38,718 2.6

資本合計  396,218 22.9 381,918 25.6

負債資本合計  1,732,264 100.0 1,493,221 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．介護サービス収入  2,159,486 2,808,396   

２．エンゼルケアサービス
収入 

 954,741 3,114,228 100.0 860,885 3,669,282 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．介護サービス原価  2,045,995 2,566,259   

２．エンゼルケアサービス
原価 

 642,127 2,688,123 86.3 599,742 3,166,001 86.3

売上総利益  426,104 13.7 503,280 13.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．貸倒引当金繰入額  2,144 179   

２．役員報酬  81,793 77,862   

３．給与手当  116,875 124,700   

４．賞与  275 919   

５．賞与引当金繰入額  51 423   

６．退職給付費用  539 1,051   

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

 1,700 1,740   

８．福利厚生費  28,364 30,939   

９．通信費  11,341 14,324   

10．消耗品費  14,823 10,072   

11．支払報酬  15,234 14,872   

12．支払手数料  25,422 26,153   

13．地代家賃  8,785 16,633   

14．賃借料  6,150 6,192   

15．減価償却費  4,134 4,116   

16．租税公課 ※１ 61,742 68,955   

17．その他  49,326 428,705 13.8 42,496 441,633 12.0

営業利益又は営業損失
(△) 

 △2,601 △0.1 61,647 1.7

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  11 7   

２．受取配当金  13 18   

３．受取保険金  2,706 341   

４．債務整理益  2,550 －   

５．自動販売機収入  － 1,026   

６. 実習生受入に伴う収入  － 660   

７．その他  2,948 8,229 0.3 623 2,676 0.0

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  21,504 16,381   

２．社債利息  1,854 1,433   

３．新株発行費  10,794 726   

４．上場関連費用  18,539 －   

５．その他  1 52,694 1.7 1,190 19,731 0.5

経常利益又は経常損失
(△) 

 △47,066 △1.5 44,592 1.2

Ⅵ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※２ 276 1,779   

２．事業所閉鎖損失   2,181 22,947   

３. 退職給付債務移行差異    － 9,964   

４. 減損損失  ※３  － 2,458 0.1 12,915 47,607 1.3

税引前当期純損失  49,524 △1.6 3,015 △0.1

法人税、住民税及び事
業税 

 5,428 6,220   

過年度法人税、住民税
及び事業税  

 － 29,223   

法人税等調整額  △15,682 △10,254 △0.3 840 36,284 1.0

当期純損失  39,269 △1.3 39,300 △1.1

前期繰越利益  117,288 78,018 

当期未処分利益  78,018 38,718 

     



介護サービス原価明細書 

（注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  65,485 3.2 85,182 3.3

Ⅱ 労務費 ※１ 1,422,565 69.5 1,758,899 68.6

Ⅲ 経費 ※２ 557,945 27.3 722,176 28.1

介護サービス原価  2,045,995 100.0 2,566,259 100.0 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 労務費には、賞与引当金繰入額13,394千円、退職

給付費用2,300千円が含まれております。 

※１ 労務費には、賞与引当金繰入額18,349千円、退職

給付費用3,703千円が含まれております。 

※２ 経費のうち、主なものは次のとおりであります。 ※２ 経費のうち、主なものは次のとおりであります。 

車両関係費 71,301千円 

衛生費 29,196千円 

地代家賃 184,471千円 

減価償却費 53,609千円 

車両関係費      102,362千円 

衛生費       40,186千円 

地代家賃        235,242千円 

減価償却費       68,418千円 



エンゼルケアサービス原価明細書 

（注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  40,321 6.3 37,012 6.2

Ⅱ 労務費 ※１ 460,922 71.8 431,210 71.9

Ⅲ 経費 ※２ 140,883 21.9 131,520 21.9

エンゼルケアサービス
原価 

 642,127 100.0 599,742 100.0 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 労務費には、賞与引当金繰入額8,946千円、退職給

付費用1,902千円が含まれております。 

※１ 労務費には、賞与引当金繰入額6,588千円、退職給

付費用1,552千円が含まれております。 

※２ 経費のうち、主なものは次のとおりであります。 ※２ 経費のうち、主なものは次のとおりであります。 

車両関係費 42,304千円 

地代家賃 27,945千円 

減価償却費 220千円 

車両関係費       39,070千円 

地代家賃       24,983千円 

減価償却費    154千円 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  

税引前当期純損失   49,524 3,015

減価償却費   57,964 72,689

減損損失    － 12,915

貸倒引当金の増減額   2,144 179

賞与引当金の増減額   △3,883 2,969

退職給付引当金の増減額   2,898 12,771

役員退職慰労引当金の増減
額 

  1,700 1,740

受取利息及び受取配当金   △24 △25

支払利息   23,359 17,814

新株発行費   10,794 726

固定資産除却損   276 10,307

売上債権の増減額   △76,211 △66,792

たな卸資産の増減額   △454 456

その他資産の増減額   △12,621 △7,718

仕入債務の増減額   20,785 8,683

未払消費税等の増減額   1,499 △4,737

その他負債の増減額   △3,279 7,200

小計   △24,575 66,165

利息及び配当金の受取額   24 62

利息の支払額   △22,543 △17,915

法人税等の支払額   △52,036 △30,698

法人税等の還付額    － 2,682

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  △99,130 20,296

 



    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  

定期預金の預入による支出   △6,017 －

定期預金の払戻による収入   6,014 14,523

有形固定資産の取得による
支出 

  △113,700 △70,188

無形固定資産の取得による
支出 

  △9,052 △4,088

その他投資の増加による支
出 

  △63,064 △27,145

その他投資の減少による収
入 

  13,222 11,235

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △172,596 △75,663

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  

短期借入れによる収入   120,000 60,000

短期借入金の返済による支
出 

  △154,500 △75,000

長期借入れによる収入   720,000 100,000

長期借入金の返済による支
出 

  △445,121 △311,075

社債の償還による支出   △25,000 △20,000

株式の発行による収入   187,405 24,273

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  402,784 △221,801

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   131,056 △277,168

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  564,946 696,002

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残
高 

  696,002 418,834

    



④【利益処分計算書】 

   
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月28日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  78,018  38,718

Ⅱ 次期繰越利益  78,018  38,718

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

       ――――― 

  

原材料 

 先入先出法による原価法 

商品 

 先入先出法による原価法 

原材料 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

主な資産の耐用年数 

建物     10～15年 

工具器具備品 ４～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時にその全額を費用として処理し

ております。 

新株発行費 

         同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当 

 期末における退職給付債務の見込額に 

  基づき、当期末において発生している 

  と認められる額を計上しております。 

  

（会計方針の変更） 

  従来、退職給付の計算方法について 

 は簡便法を採用しておりましたが、当 

 事業年度より原則法に変更しておりま 

 す。 

  この変更は、従業員数の増加を踏ま 

 えて、退職給付債務算定の精度を高  

 め、退職給付費用の期間帰属を適正に 

 処理するとともに、財務内容の一層の 

 健全化を図るため、原則法に変更した 

 ものであります。   

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

      この変更に伴い、従来と同一の方法 

 によった場合に比べ、売上原価が2,419

 千円増加し、販売費及び一般管理費が 

 81千円減少し、当事業年度の期首にお 

 ける簡便法による退職給付債務額と原 

 則法による退職給付債務額との差額を 

 特別損失に9,964千円計上しているた 

 め、営業利益及び経常利益がそれぞれ 

 2,338千円減少し、税引前当期純損失が 

 12,303千円増加しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．へッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例処理の要

件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）へッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

(2）へッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の変動金利を回避する目的で

金利スワップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎に行ってお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについて特例処理の要

件を満たしておりますので、有効性の

評価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、資産に係る控除対象外消費税

等は、発生事業年度の期間費用として

処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

           ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。 

 これにより税引前当期純損失は12,915千円増加しており

ます。           

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき減損損失累計額の科目をもって表示しており

ます。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(損益計算書) 

 前期まで区分掲記しておりました「実習生受入に伴う

収入」(当期787千円)は、営業外収益の総額の100分の10

以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表

示することにしました。 

(損益計算書) 

  前期まで営業外収益の「その他」に含めていた「自動 

販売機収入」及び「実習生受入に伴う収入」は営業外収

益の総額の100分の10を超えたため、当期より区分掲記す 

ることにしました。なお、前期の営業外収益に含まれる 

「自動販売機収入」及び「実習生受入に伴う収入」はそ

れぞれ265千円及び927千円であります。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年3月31日に公布され、平成16年４月１日

以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れることに伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会実

務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費が8,466千円増加し、

営業損失、経常損失及び税引前当期純損失が同額増加し

ております。 

          ――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

預金                  8,508千円 

※１．        ――――― 

  

  

担保付債務は次のとおりであります。   

一年以内返済予定長期借入金 65千円

計 65千円

  

   

※２．会社が発行する株式 普通株式 28,800株

発行済株式総数 普通株式 9,000株

  

     ――――― 

  

    

※２．会社が発行する株式 普通株式  28,800株

発行済株式総数 普通株式   10,500株

   

  ３. コミットメントライン（特定融資枠）契約 

   当社は運転資金の効率的な調達を行うため、横浜  

  銀行とコミットメントライン（特定融資枠）契約を 

  締結しております。この契約に基づく当事業年度末 

  の借入未実行残高は以下のとおりとなっております。

 借入コミットメントライン総額    500,000千円 

 借入実行残高                ― 

 差引額               500,000千円 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．租税公課には控除対象外消費税等47,500千円を含

んでおります。 

なお、前事業年度の租税公課に含まれる控除対象

外消費税等は32,270千円であります。 

   

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

※１．租税公課には控除対象外消費税等53,462千円を含

んでおります。 

  

  

   

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 276千円

計 276千円

工具器具備品 631千円

ソフトウェア 1,147千円

計 1,779千円

※３．        ――――― 

  

   

  

※３．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

① 用途・場所  

   デイサービスセンター大森（東京都品川区） 

   他１事業所 

② 種類  

   建物、リース資産等 

③ 金額 

   12,915千円 

 当社は、資産のグルーピングを事業所毎に行って

おります。投下資本回収力が当初予定より低下し、

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである

２事業所については、当該資産グループの帳簿価額

を全額減損し、当該減少額を減損損失（12,915千

円）として特別損失に計上しております。その内訳

は、建物5,369千円、リース資産7,024千円、その他

521千円であります。 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  （平成17年３月31日現在）

現金及び預金 710,526千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,015千円

担保に供している定期預金 △8,508千円

現金及び現金同等物 696,002千円

 （平成18年３月31日現在）

現金及び預金 418,834千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金       －  千円

担保に供している定期預金 －  千円

現金及び現金同等物      418,834千円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具 144,706 96,500 48,206

工具器具備品 172,302 52,160 120,142

ソフトウェア 4,915 327 4,587

合計 321,923 148,988 172,935

取得価額
相当額 
  

（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

減損損失
累計額相
当額 
(千円）  

期末残高
相当額 
  

（千円）

車両運搬具 131,690 73,291 4,387 54,012

工具器具備
品 

185,987 74,913 － 111,074

ソフトウェア 4,915 1,310 － 3,604

合計 322,592 149,515 4,387 168,690

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 52,890千円

１年超 124,265千円

合計 177,156千円

１年内  61,268千円

１年超 115,558千円

合計     176,826千円

リース資産減損勘定の残高  3,692千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 58,569千円

減価償却費相当額 53,208千円

支払利息相当額 5,348千円

支払リース料 64,983千円

リース資産減損勘定の取崩額       694千円

減価償却費相当額  59,540千円

支払利息相当額      5,360千円

減損損失  4,387千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 2,000 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 2,000 



（デリバティブ取引関係） 

 １．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (1）取引の内容 

 当社の利用するデリバティブ取引は、金利ス

ワップであります。 

 (1）取引の内容 

同左 

 (2）取引に対する取り組み方針及び利用目的等 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利の変動

リスクを回避する目的で利用しており、投機的

な取引を行わない方針であります。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会

計を行っております。 

 (2）取引に対する取り組み方針及び利用目的等 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の要件を満

たしておりますので、特例処理を採用して

おります。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………金利スワップ 

ヘッジ対象………借入金の利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………同左 

ヘッジ対象………同左 

③ヘッジ方針 

借入金の変動金利を回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っております。 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについて特例処理の要件を満た

しておりますので、有効性の評価を省略して

おります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (3）取引に係るリスクの内容 

 当社の金利スワップ取引は、市場金利の変動

によるリスクを有しております。なお、デリバ

ティブ取引の相手方は、信用度の高い金融機関

に限定しているため、信用リスクはほとんどな

いと判断しております。 

 (3）取引に係るリスクの内容 

           同左 

 (4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行及び管理は、取引権

限及び取引限度額を定めた社内規程に従い、担

当部門が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。 

 (4）取引に係るリスク管理体制 

           同左 

 (5）取引の時価等に関する事項 

 すべてヘッジ会計を適用しているため、注記

を省略しております。 

 (5）取引の時価等に関する事項 

同左 



（退職給付関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を

設けております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を 

 設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：千円） 

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：千円） 

イ．退職給付債務 △13,724

ロ．未積立退職給付債務 △13,724

ハ．退職給付引当金 △13,724

イ．退職給付債務 △26,496

ロ．未積立退職給付債務 △26,496

ハ．退職給付引当金 △26,496

 （注） 退職給付債務の算定は、簡便法によっており

ます。 

 （注） 当事業年度から退職給付債務の計算方法を 

簡便法から原則法に変更しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（単位：千円） 

３．退職給付費用に関する事項 

（単位：千円） 

 （注） 簡便法を採用しているため、退職給付費用は

「勤務費用」として記載しております。 

  

イ．勤務費用 4,742

ロ．退職給付費用 4,742

イ．勤務費用 5,929

ロ．利息費用 236

ハ．退職給付債務移行差異 

 （簡便法から原則法への変更に伴う 

  費用処理額）   9,964

ニ．数理計算上の差異の費用処理額  △191

ホ．その他  333

ヘ．退職給付費用  16,272

４．退職給付債務等の基礎に関する事項 

 退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務としております。 

４．退職給付債務等の基礎に関する事項 

イ．割引率（％） 1.5

ロ．期待運用収益率（％） －

ハ．数理計算上の差異の処理年数（年） 1

 （注） 数理計算上の差異は発生時に全額を費用 

     処理しております。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,137千円

賞与引当金否認 9,091千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 4,629千円

役員退職慰労引当金否認 8,402千円

未払事業税否認 1,475千円

繰延消費税等償却限度超過額 2,961千円

税務上の繰越欠損金 19,474千円

その他 1,207千円

繰延税金資産合計 51,379千円

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額   4,275千円

賞与引当金否認 10,296千円

退職給付引当金損金算入限度超過額  10,757千円

役員退職慰労引当金否認   9,109千円

未払事業税否認 4,425千円

繰延消費税等償却限度超過額   2,586千円

税務上の繰越欠損金 2,126千円

減損損失 4,600千円

その他  2,360千円

繰延税金資産合計  50,538千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 当期については、税引前当期純損失を計上している 

ため、記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 当期については、税引前当期純損失を計上している 

ため、記載しておりません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１．当社が賃借している事務所の賃借契約に対する連帯保証であり、保証料の支払い及び担保の提供はありませ

ん。 

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

３．福原敏雄は主要株主にも該当しております。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１．当社が賃借している事務所の賃借契約に対する連帯保証であり、保証料の支払い及び担保の提供はありませ

ん。 

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

３．福原敏雄は主要株主にも該当しております。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 
福原敏雄 

(注)３ 
－ － 

当社代表

取締役 

(被所有) 

直接 

35.7％ 

間接 

4.0％ 

－ － 

不動産賃貸借

に伴う被債務

保証 (注)１ 

135,756 － － 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 
福原敏雄 

(注)３ 
－ － 

当社代表

取締役 

(被所有) 

直接 

44.9％ 

間接  

 3.8％ 

－ － 

不動産賃貸借

に伴う被債務

保証 (注)１ 

98,033 －  － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 44,024.32円 

１株当たり当期純損失 4,945.20円 

１株当たり純資産額 36,373.18円 

１株当たり当期純損失 3,898.86円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在するものの1株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純損失（千円） 39,269 39,300 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 39,269 39,300 

普通株式の期中平均株式数（株） 7,941 10,080 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

第１回新株引受権付社債（新株引

受権の残高25,000千円）。 

     ─────── 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有価証

券 

その他

有価証

券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱ヤマト 40 2,000 

計 40 2,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．建物の当期増加額のうち主なものは、デイサービス施設の内装工事等48,973千円であります。 

    ２. 建物の当期減少額のうち主なものは、減損損失及び事業所閉鎖によるデイサービス施設の内装工事等であり

      ます。  

    ３. 長期前払費用の当期増加額は、デイサービス施設の権利金であります。 

    ４．「当期償却額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(千円) 

当期末減損
損失累計額 
（千円）  

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
 （千円） 

有形固定資産                 

 建物 374,099 49,407 16,892 406,614 148,355 5,369 
56,457 

(5,369)
252,889 

車両運搬具 16,571 － － 16,571 15,742 － － 828 

工具器具備品 21,501 1,238 9,900 12,839 9,647 286 
2,709 

(286)
2,906 

建設仮勘定  － 573 － 573 － － － 573 

有形固定資産計 412,172 51,219 26,792 436,599 173,745 5,655 
59,166 

(5,655)
257,197 

無形固定資産                 

ソフトウェア 14,772 4,088 4,357 14,504 4,456 － 3,540 10,047 

電話加入権 3,390 － － 3,390 － － － 3,390 

無形固定資産計 18,163 4,088 4,357 17,894 4,456 － 3,540 13,438 

長期前払費用 54,877 12,635 11,858 55,654 28,294 235 
15,873 

(235)
27,124 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第１回無担保社債 
平成15年 

２月14日 

30,000 

(10,000) 

20,000 

(10,000) 
0.51 無担保 

平成20年 

２月14日 

第２回無担保社債 
平成15年 

２月14日 

30,000 

(10,000) 

20,000 

(10,000) 
0.51 無担保 

平成20年 

２月14日 

合計 － 
60,000 

(20,000) 

40,000 

(20,000) 
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

20,000 20,000 － － － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

【資本金等明細表】 

 （注） 資本金及び資本準備金の当期増加額並びに普通株式の当期増加は、以下の原因によるものであります。 

① 平成17年７月12日付 新株引受権の権利行使 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 30,000 15,000 1.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 306,065 217,470 1.8 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 678,850 556,370 1.8 
平成20年10月16

日～23年1月４日 

その他の有利子負債 － － － － 

計 1,014,915 788,840 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 255,810 219,690 66,040 14,830 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 192,625 12,500 － 205,125 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (9,000) (1,500) (－)  (10,500) 

普通株式 （千円） 192,625 12,500 － 205,125 

計 （株） (9,000)  (1,500) (－)  (10,500) 

計 （千円） 192,625 12,500 － 205,125 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

(資本準備金) 

株式払込剰余金 
（千円） 125,575 12,500 － 138,075 

計 （千円） 125,575 12,500 － 138,075 

利益準備金及

び任意積立金 

──────   － － － － 

計 （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 19,671 7,360 － 7,181 19,850 

賞与引当金 22,391 25,361 22,391 － 25,361 

役員退職慰労引当金 20,696 1,740 － － 22,436 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜き方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

③ 商品 

④ 原材料 

  

区分 金額（千円） 

現金 3,166 

預金の種類   

当座預金 212 

普通預金 415,455 

小計 415,667 

合計 418,834 

相手先 金額（千円） 

東京都国民健康保険団体連合会 391,886 

㈱ライフクリエイト 28,293 

神奈川県国民健康保険団体連合会 19,269 

㈱雅裳苑 18,018 

全互連冠婚葬祭中央協同組合 6,897 

その他 101,968 

合計 566,332 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

499,539 3,713,130 3,646,337 566,332 86.6 52.4 

品目 金額（千円） 

介護販売用品 134 

合計 134 

品名  金額（百万円） 

 仏衣 1,695 

合計 1,695 



⑤ 敷金保証金 

⑥ 買掛金 

相手先別内訳 

⑦ 未払費用 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 重要な訴訟事件等 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

通所介護施設賃借敷金 83,879 

本社賃借敷金 8,204 

エンゼルケア施設賃借敷金 3,510 

その他 5,962 

合計 101,555 

相手先 金額（千円） 

㈱ナイチンゲール 8,801 

㈱みやざき洗染 8,421 

㈱メディカル・コンシェルジュ 7,312 

住商オートリース㈱ 6,796 

㈱マルコシ 6,717 

その他 32,228 

合計 70,278 

区分 金額（千円） 

給与 48,913 

社会保険料 18,704 

その他 16,753 

合計 84,371 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） １. 当社は端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。 

   なお、端株主の利益配当金及び中間配当金に関する基準日は上記のとおりであります。 

２. 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社の公告は、電子公告により

  行う。やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法に

  より行う。」旨定款に定めております。なお、公告掲載場所は当社ホームページ 

  （ｈttp://www.care.co.jp）であります。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 ５株券 10株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞    （注）２ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 （１） 有価証券報告書及びその添付書類  

   事業年度（第14期） （自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日）  

  平成17年６月29日関東財務局に提出 

 （２）半期報告書 

  第15期中（自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日） 

  平成17年12月16日関東財務局に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年６月28日

株式会社ケアサービス       

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 久保 幸年  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ケアサービスの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ケアサービスの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

株式会社ケアサービス       

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 久保 幸年  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ケアサービスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ケアサービスの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

（１）重要な会計方針５．（３）に記載されているとおり、会社は退職給付債務の計算方法について簡便法から原則法に

  変更している。 

（２）会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

  る。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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